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１　連続５年の豊作と急増する農業補助

中国の食糧生産は03年まで５年連続の減産

基調後、04年から新たな増産の周期に入り、

07年まで連続４年の豊作を達成した（第１図）。

08年も記録的な豊作の年になる見込みであ

る。

04年以降の連続豊作は、中国農政の大転換

が奏功した結果といえる。すなわち「農業搾

取」から「農業助成」への転換である。

まず、農民負担の軽減があげられる。その

代表的措置は04～06年にかけて実施された

「農業税」の廃止である。耕作放棄の要因の

一つともなっていた農業諸税の廃止は農家に

とって年間一人当たり1335元の負担軽減とな

り、07年農家一人当たり純収入の32.2％にも

相当する。

同時に、食糧生産を奨励するために各種助

成措置を講ずるようになった。第２図で分か

るように助成額が近年急増し、08年にさらに

前年比倍増となった。助成措置では、まず、

農家への直接支払いが04年に食糧の主要産地

において試行された。基本的に農家の請負農

地の面積に比例した額を支払う手法となって

いる。同時に優良品種の使用を広げるための

補助も実施し、さらに、06年から化学肥料等

農業生産資材の購入に対する補助も導入し

た。特に08年の補助額は前年比159.4％増とな

った。また、農業機械の購入に対しても購入

金額の30％まで助成されるようになった。

上記の助成措置以外に、食糧価格の下支え

を目的とする最低買付価格政策も04年に策定

され、05年から実施された。食糧価格は基本

的に需給関係によって市場で決められるが、

食糧価格が下落しコスト割れの状況になった
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資料　『中国統計年鑑』 
（注）　08年は国家糧油情報センターの9月10日の予測値。 

第1図　中国の食糧生産量の変化 
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資料　各種報道から筆者作成 
（注）　08年の財政支出は財政部の08年3月5日第11回全人代への予

算報告による。 
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第2図　農業への財政支持 
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場合、重要な食糧の主要産地に対して最低買

付価格政策を発動する政策である。

２　08年農業助成倍増の理由

08年にもコメと小麦に対して最低買付価格

政策を実施している。ただし、08年の最低買

付価格は国際価格より大幅に低く、化学肥料

価格の高騰等による生産コストの上昇分をカ

バーできず農家の増産意欲の向上につながっ

ていない。そこで農家の生産意欲を維持する

ために政府は補助金を増やしたのである。

中国は農家一戸あたりの耕作面積が小さ

く、農業インフラの整備が遅れているため、

穀物の国際的な価格競争力が弱く、07年まで

は基本的に国内価格が国際価格より高い状況

が続いていた。だが、その後両者は逆転した。

それだけではなく、1994～95年時点の国内価

格をも下回っている。

なぜ、中国の食糧価格が世界の動きに影響

されずに低い水準を続けたのか。これは、連

続４年の豊作という要因もあるが、政府が意

図的に誘導した結果でもある。中国は08年の

北京オリンピック開催を成功させる目的もあ

り、物価水準の安定維持を優先課題とした。

07年からのインフレ進行を懸念した中国政府

は、穀物を含む食料品価格の値上げを以下の

措置によって必死に抑えようとした。

まず、トウモロコシ由来のエタノールや澱

粉等加工需要を現状維持か縮小方向へと規制

を強化した。次に、国内穀物価格の上昇を抑

えるために、政府は備蓄食糧を大量に放出す

るようにした。さらに、穀物の輸出に制限を

加えた。インドやアルゼンチン等に続いて、
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中国政府も07年末に穀物の輸出に関してそれ

まで輸出促進のために実施した増値税の還付

を取消した上で、１年間５～25％の暫定輸出

税をかけた。

食糧生産コストが上昇した一方、生産者価

格が低く誘導されたため、食糧生産の収益性

が大幅に低下した。

３　高い自給率の維持に高投入と高価格

07年からの世界穀物価格の高騰によって、

多くの途上国で輸入食糧の高騰、食糧輸入の

不足に起因する暴動が多発した。また、中国

では輸入大豆価格の高騰は国内植物油と飼料

原料の大豆粕の高騰につながり、国内消費者

物価の上昇に大きく影響した。こうした状況

は、国内の食糧生産の維持と拡大がいかに重

要かを改めて中国に自覚させることになっ

た。そこで、中国は08年に「食糧安全に関す

る中長期計画」を策定した。2020年に５億

4000万トン以上の食糧を生産し、95％の食糧

自給率を維持する計画である。

この目標の実現は、04～07年間のような増

産ペースが必要となるが、この期間の増産は

国の補助が急速に拡大した時期である。今後

も増産を目指すならば、政府は農地改良や農

業インフラ、品種改良・普及、直接支払の拡

大など農業への助成を大きく拡大せざるを得

ない。しかし、これだけでは増産の保証はな

い。農家の食糧作付けインセンティブ、つま

り食糧の売り渡し価格の上昇も不可欠であろ

う。

（リャンウェイ）
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近年の飼料価格の高騰等を主因に、日本の

酪農経営はかつてない厳しい状況に直面して

いる。酪農家の廃業が増加するとともに、乳

用牛の飼養頭数の減少が進み、このままでは

生乳供給基盤が縮小する可能性がある。

本稿では、牛乳、乳製品の市場の動向を世

界的な動きも踏まえて概観しながら、今後の

日本の酪農の課題について考えてみたい。

１　国内の牛乳、乳製品市場の動向

第１表は近年の生乳および主要乳製品の生

産量と輸入量を表したものである。生乳の生

産量は減少傾向で推移しており、北海道の生

産量は増加傾向にあるが、都府県の生産量が

年々減少し、近年はさらに落込みがみられる。

生乳は約６割が飲用向けに、４割が乳製品向

けに処理されている。

飲用牛乳の生産量も年々減少しており、日

本の総人口の減少、少子化が進むなかで、従

来最も牛乳が多く飲まれていた朝食での飲用

が食生活の変化等から減少していること、牛

乳と競合する健康飲料や茶系飲料等の急速な

拡大、牛乳・乳製品に対する誤った健康、ダ

イエット情報なども影響しているものとみら

れる。

一方、チーズ、バター等の乳製品の国内需

要は拡大傾向にあり、チーズ工場が新設され

ているが、国内需要を賄えないため、脱脂粉

乳、バターとともに民間や政府の輸入で補っ

ている。

また、飲用牛乳、乳製品向けの生乳の乳価

は、毎年生産者を代表する各指定団体と乳業

メーカーとの間の交渉で決まり、本年度は飼

料価格の高騰を受けて、飲用乳価が３円、北

海道の加工原料乳はプール乳価で5.1円の値上

げとなったが、生産者団体側はコスト上昇分

はまだ賄えないとして、さらに10円の値上げ

を要請し、交渉の結果、来年３月より値上げ

の見通しとなった。

こうした乳価交渉のあり方については、小

売の市場支配力を持つ量販店等の強い影響を

受ける乳業メーカーと、生産者団体との交渉

では、交渉力に不均衡があることが指摘され

ている。
（注）

２　乳製品の世界的な需給の逼迫

2006年の終わりごろから乳製品の世界的需

給が逼迫し、国際価格が上昇、国内の需給に

も影響が出ている。輸入価格でみると、ナチ

ュラルチーズが04年度347円／kgから06年度

399／kg、08年度７月までの累計で582円／kg

と上昇した。バターも04年度270円／kg、06年

度314円／kg、08年度７月まで

の累計で456円／kgと上昇し、

脱脂粉乳も同様に上昇が続いて

いる。

こうした価格上昇の主要な要

因は、世界的な穀物価格の上昇

に伴うコストアップが続くなか

で、バター、脱脂粉乳について
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はブラジル、ロシア、インド、中国などの経

済新興国や石油産出国で生活水準が向上し、

乳製品の消費量が増加したことがある。また

チーズについても、経済新興国のほかＥＵ、

北米、日本の需要が増加し、ロシアは日本を

抜いて世界１番のチーズ輸入国となっている。

食料農業政策研究所(ＦＡＰＲＩ)の予測によ

れば(第１図)、世界の乳製品価格は今後10年

程度は高止まりが続くとみられており、国際

需給が逼迫するなかで日本も乳製品の自給体

制を強化していく必要がある。

３　日本の酪農の課題

第２図は世界主要先進国の牛乳・乳製品の

国内自給率を示したものである。日本の自給

率はチーズ、脱脂粉乳等を輸入しているため

70％を切る水準となっているが、欧米では酪

農を重要な産業と位置付け、海外からの輸入

は高関税で絞り込み、国内では政府買入価格

で価格を支持し、余剰分は補助金をつけて輸

出しているため、自給率は100％を超える国

が多い。

また、ＥＵの多くの国では酪農協が乳業メ

ーカーを兼務しており、量販店等の小売の市

場支配力に対抗するため、急速に大型合併が

進んでいる。

こうしたなかで日本の酪農が存続していく

ためには、国内の需要に合わせた生乳の生産

量を確保することが重要であり、そのために

は「国民への基本食料の供給」の責務をもと

に、生産者団体、乳業メーカー、行政が相互

理解のうえ一体となって生乳の需要見通し、

生産計画を作成、実施していくことが必要で

ある。

また、今後のWTO問題に対応していくた

めにはコスト競争力の強化が必要不可欠であ

り、飼料等の原料を海外に依存する今回のリ

スクを教訓に、濃厚飼料の自給率の向上、自

給粗飼料の利用増加に地道に取り組んでいく

必要がある。

そしてこれらの取組みを進めるうえで、何

よりも重要なことは、酪農、乳業に対する消

費者、国民の理解と協力を十分に得ることで

あり、そのためには牛乳、乳製品に対する一

部の誤解を解くとともに、消費者の嗜好の多

様化に合わせた、かつ消費者の支持が集まる

ような様々な商品の開発を、生産者団体、乳

業メーカー等が一体となって取り組んでいく

ことが必要と思われる。
＜参考文献＞

・鈴木宣弘(2008)「酪農経営の危機打開に向けて」『畜
産コンサルタント』５月
・中央酪農会議(2008)「危機的状況が深まる日本酪農
の現状」
・酪農経済通信社(2008)酪農新書『酪農と乳業　第10
集』

（ほんだ　としひろ）

5農中総研 調査と情報　2008.11（第９号）

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

（注）鈴木宣弘(2008)

資料　中央酪農会議「日本酪農の現状と牛乳乳製品の未来」 
　　2007年10月 
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１　農業政策の転換と認定農業者数の増加

認定農業者制度は1993年に始まった国の制

度である。各市町村が農業の担い手像(所得等

の一定要件)を策定し、この目標を目指して作

成する農業者の農業経営改善計画を市町村が

認定するものである。認定農業者数は制度発

足以降増加が続き、07年度末には23.9万経営

体に達している(第１図)。

05年の新たな食料・農業・農村基本計画に

おいて、今後の国の施策は、認定農業者、集

落営農組織に重点的に実施していくとされ

た。具体的には、米・麦・大豆等では一定規

模以上を要件とする認定農業者と集落営農組

織を政策の対象とする、品目横断的経営安定

対策が07年産から実施された。また野菜につ

いては07年の秋冬ものから、野菜価格安定制

度が変更され、認定農業者をより多く育成・

確保している野菜指定産地に対して重点的に

支援することになった。さらに豚、肉用牛で

は価格が低落した場合に補填金を交付する事

業の対象が07年度以降は原則として認定農業

者に限定された。

こうした品目ごとの対策に加えて、認定農

業者に対しては、スーパーＬ資金と農業近代

化資金の無利子化措置(07～09年度)をはじめ

とした品目に関わらない各種施策が実施され

ている。

認定農業者は制度発足当初を除き、毎年１

万経営体程度の増加であったが、06年度は05

年度末の20.1万経営体から22.9万経営体へと大

きく増加した。

２ 営農類型別にみる認定農業者の増加の特徴

第２図は、05年度と06年度との営農類型別

の認定農業者の増加数を比較したものであ

る。06年度は07年度からの品目横断的経営安

定対策等の新たな対策の対象品目となった野

菜、稲作、肉用牛、養豚の単一経営で認定農

業者数が大きく増加していることが分かる。

また稲作と野菜、稲作と雑穀・いも類・豆類

等の準単一経営でも増加している。

認定農業者に絞った新たな対策や金融面で

の優遇措置が実施されるなかで、市町村や農

協を中心に認定農業者の育成支援が積極的に

進められたことが認定農業者数の増加に大き

く影響したものといえよう。
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３　農協の農業融資の変化

こうしたなかにあって農協の農業貸出にも

変化がでている。当総研が実施した「農協信

用事業動向調査」によると、農業貸出の残高

は減少基調にあるが、新規貸出実行額に占め

る認定農業者の割合は都府県で04年度の

41.5％から07年度の61.8％へ、北海道では同時

期に60.3％から80.3％へと上昇している(第１

表)。また制度資金(全体)の新規貸出実行額の

１件当たりの金額は451万円から654万円へと

増加する傾向にある(第２表)。

農業貸出において認定農業者の占める割合

が上昇した要因としては、資金借入ニーズが

ある農業者の多くが認定農業者になったこ

と、その一方で小規模販売農家の規模縮小、

離農により、認定農業者以外の資金需要が減

少していることが考えられる。

水田農業については認定農業者

以外の農業者は集落営農組織の構

成員となるケースが多い。「農協

信用事業動向調査」によると07年

度の新規貸出実行額に占める集落

営農組織向け貸出の割合は都府県

で5.2％である。集落営農組織によ

る農業機械の購入は今後も進むも

のとみられ、新規貸出実行額に占

める割合は高まっていくものと考

えられる。

農業の構造変化が進むなか

で、農協の農業貸出は農協の

正組合員(約500万人)のなかで

も、少数の認定農業者や集落

営農組織を対象としたものへ

と変化しており、１件当たり

の新規貸出実行額は増加傾向

にある。この傾向は今後とも

続くものとみられ、農協はこ

うした変化を踏まえ、農業資

金の借入ニーズに的確に対応

していくことが必要となるも

のと考える。

（はせがわこうせい）
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6～8割を「準単一経営」、6割未満を「複合経営」としている。       
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日本銀行が10月１日に公表した日銀短観(９

月調査)によると、代表的な大企業製造業の業

況判断DI(「良い」と回答した企業の割合－「悪

い」と回答した企業の割合、％ポイント)が約５

年ぶりにマイナスに転じるなど、企業経営者

のマインドは大幅な悪化を示しており、景気

後退が進行していることを改めて確認させら

れる内容であった。

１　悪いままであった中小企業景況感

1990年代以降の業況判断DIを企業規模別に

振り返ってみたいが、その中で特徴的なのは

中小企業の企業活動の低調さである。

2002年２月から始まった前回の景気拡大局

面は、期間こそ戦後最長であったが、大企業

や大都市部がその恩恵を享受するにとどま

り、家計や中小企業、地方経済などへは十分

行き渡らないまま途中で失速した格好となる

など、景気回復の実感も乏しいものだった。

実際に第１図を見ると、大企業の動きに比

べて、中小企業の景況感の改善テンポが非常

に鈍いことが見て取れる。特に非製造業の業

況判断DIは、92年８月調査以降、一貫してマ

イナスで推移するなど、前回の景気拡大局面

でも一度もプラスに転じることがなかった。

こうした背景には、日本の経済成長の輸出依

存度が年々強まる一方で、中小企業に対する

生産誘発効果が相対的に大きい「民間消費」

が盛り上がりに欠けたうえに、同じく「公共

投資」が財政再建の過程で大きく減少したこ

とを挙げることができる。

２　悪化する中小企業の金融環境

また、景気後退入りを受けて、中小企業を

取り巻く金融環境の悪化が鮮明となってい

る。そもそも、90年代以降の中小企業を取り

巻く金融環境は悪かったといえる

が、それでも、不良債権の処理が

近年進展していくにつれて、多く

の金融機関では中小企業や家計と

いったリテールを対象とした取引

に注力する姿勢を示すようになっ

た。しかし、前述の通り、デフレ

色が残る経済情勢の下では、なか

なか中小企業の経営改善が進ま

ず、結果的に貸出の伸びはそれほ

ど高まることがないまま推移して

きた。
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日本政策金融公庫「中小企業景況調査」に

おける最近の中小企業を巡る金融関連指標を

確認すると、資金繰りDIは07年３月以降、お

おむねマイナスで推移しているほか、金融機

関の貸出態度DIからも、景気がピークアウト

したと見られる07年秋以降は厳格化したと感

じる向きが増加している。大企業は資金調達

手段が多様化しており、金融機関からの借入

金は低下しているが、中小企業の資金調達の

アベイラビリティは乏しく、金融機関借入金

に対する依存度は比較的大きい。

ここで国内銀行貸出額の推移を見ると、08

年に入ってから中小企業向け貸出が減少して

いることが見て取れる(第２図)。もちろん、

90年代後半から2000年代初頭にかけて見られ

たような、主として金融機関の体力低下に伴

って貸出が減少しているのではなく、中小企

業の信用リスクの高まりによる貸出減少と捉

えることができるだろう。最近では、建設・

不動産業を中心に企業倒産が増加しており、

金融機関の審査基準が厳格化していると報じ

られている。こうした動きは、日本の金融シ

ステムの健全性維持のためには当然のことと

いえるが、借り手の企業側にとっては厳しい

状況であろう。

一方、政府は緊急経済対策として、資金繰

りに苦しむ中小企業に対する債務保証枠を拡

大することなどを盛り込んでいる。しかし、

90年代後半に実施された中小企業への特別信

用保証枠の設置にあまり効果がなかったと評

価されていることへの反省は感じられない。

３　本当に有益な中小企業対策とは

近年、日本の新たな成長戦略として、サー

ビス産業や中小企業の底上げの重要性が指摘

されることが多く、IT(情報通信技術)の積極

的な導入や、発展が目覚ましい東アジア経済

との連携強化を模索する動きが続いている。

しかし、結局のところ景気波及力が弱いまま

なのは、国内景気のエンジンをもっと噴かし

ていく政策が足りなかった面は否定できな

い。具体的には、デフレからの脱却が不完全

であり、かつ原油など資源価格高騰に伴って

エネルギー・食料品以外の財・サービスの価

格が上昇する「物価の二次的効果」

が発生する懸念はほとんどないこ

とが予見できたにも関わらず、利

上げを行うなどといった「利上げ

ありき」の金融政策運営スタンス

が、景気拡大の広がりを遮断させ

たといえるだろう。小手先だけで

はなく、中小企業の振興のために

本当に必要なのは何であるかを真

剣に考え直す必要があるだろう。

（みなみ　たけし）
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主事研究員　木村俊文

「景気の谷」に近い01年10月の水準(27.2)に匹

敵する(第１図)。

この現状判断DIは家計動向関連、企業動向

関連、雇用関連の３要素から構成されている

が、いずれも悪化方向での推移となっている。

特に家計動向関連の低下は、ガソリン価格が

小幅下落したとはいえ、水準的には極めて高

い上、食料品等の価格上昇によって消費者の

節約志向が続いており、さらには事故米の不

正転売発覚といった「食の安全」に係る問題

の発生等による外食の手控えなどが原因とし

て指摘できる。

同様に、家計の消費マインドを示す内閣府

「消費者態度指数(全国、一般世帯、原数値)」

も、このところは統計開始以来の最低水準を

更新し続けるなど、悪化が目立っている。景

気悪化を受けた雇用環境の悪化や賃金など家

計収入の伸び悩みに不安を感じる割合が増え

ているほか、耐久消費財の購入意欲の減退、

暮らしむきの悪化なども意識され始めてい

る。前述の通り、必需品の値上げが相次いで

いることに加え、07年夏に表面化した米サブ

プライム問題に伴う金融市場の混乱や世界経

済の先行き悪化懸念が高まり、雇用や賃金動

向に少なからぬ影響を与えるのではないか、

といった不安を覚える消費者が増加している

ことが、上記のような消費者心理に悪影響を

及ぼしたと考えられる。

２　消費の先行き下振れ懸念

このような消費者マインドの著しい悪化

１　悪化が著しい消費の景況感とマインド

「企業から家計への波及」がなかなか進展

しない一方で、ガソリン、光熱費などのエネ

ルギーや食料品、さらには日用品などといっ

た生活必需品の値上げが本格化している。こ

うした状況を受けて、消費者の購買意欲や消

費関連の景況感などがこのところ大幅に悪化

しており、実際の消費支出を抑制し始めてい

る。

まず、代表的な消費関連の指標の動きを概

観してみよう。内閣府「景気ウォッチャー調

査」の現状判断DIは、スーパー等の売り場担

当者やタクシーの運転手など、景気動向に対

して敏感とされる人々の実感を集計したもの

であり、50が景況感の良し悪しの判断基準に

なるように作成されている。最近の動きを見

ると、07年前半までは50前後で推移してきた

が、それ以降は低下傾向が強まり、08年９月

は28.0まで低下している。この水準は前回の
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消費者心理の悪化と消費への影響

資料　内閣府「景気ウォッチャー調査」, 「消費動向調査」 
（注）１　消費者態度指数は04年4月から月次調査。 

２　網掛け部分は景気後退期。 
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は、GDPの55％程度を構成する個人消費を抑

制させ、ひいては国内需要の停滞を引き起こ

す可能性が高いことを示唆している。

第２図は消費者態度指数(全国、一般世帯、

四半期、原数値)とGDP統計の実質家計最終消

費支出(以下「GDP個人消費」)の動きを示した

ものである。消費者態度指数は、景気回復期

に上昇し、後退期に低下するといった具合に、

景気循環と一致して変動することが見て取れ

る。このような消費者態度指数の動きに対し

て、GDP個人消費は、96～97年にかけて消費

税率引上げ前の駆け込み需要とその反動減が

発生した時期など一部例外もあるが、おおむ

ね同調しているように観察される。つまりは、

当然のことながら、消費者マインドが改善す

れば、個人消費は盛り上がる、ということで

ある。

最近の消費者態度指数の大幅悪化や物価上

昇による実質賃金の目減りを考慮すれば、先

行きの個人消費は停滞感が一層強まる可能性

が高いと考えざるを得ない。

３　贅沢品中心に支出抑制へ

では、個人消費のうち、どのような支出項

目が抑制される傾向にあるのだろうか。第３

図は、生活の基本となる衣(被服・履物)・食

(食料)・住(住居関連)について、総務省統計

局「家計調査」の実質消費支出(四半期)の動

きを示したものである。「衣」「住」は、足元

で消費支出全体の落ち込み以上の低下を見せ

ているが、「食」はそれに比べ安定した動き

となっている。これは「食」の支出弾性値が

小さいことによるものと考えられる。この支

出弾性値とは、消費支出総額が１％変化した

際にその項目への支出が何％変化するかを示

した値である。１未満の支出項目は基礎的支

出(必需品)と考えられ、食料品のほか家賃、

光熱費、保健医療サービスなどが挙げられる。

一方、１以上の支出項目は選択的支出(贅沢

品)とされ、教育費、教養娯楽用耐久財などが

該当する。

このように、すでに贅沢品への支出が抑制

されてきたが、雇用・所得環境の悪化懸念が

強まることを考慮すれば、決して食料など必

需品も安泰ではない。野菜や果物でも高額品

を中心に買い控えが顕著になっており、消費

者の節約志向の高まりを受け、農産物需要が

抑制される可能性も高いだろう。

（きむら　としぶみ）
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「この国の農地にはメイビー、オーバー・

ミリオンの密入国者が働いている。それらが、

いなくなったら、アメリカのファームは全部

だめになるだろうよ。ま、それをアメリカ人

は知っているから、大目に見ているんだ」

カリフォルニアのイチゴ農場でメキシコ人労

働者と共に働く日本人青年の青春を綴った石

川好氏の「ストロベリー・ロード」の一節で

ある。異文化がぶつかり合う過酷な環境の中

で、とまどいながらも歩み続ける青年を印象

深く描いている。

移民や密入国者など外国人労働者に大きく

依存してきたアメリカ農業と違って、わが国

の農業はこれまで自国の労働力が支えてき

た。しかし、ここ数年でその状況は大きく変

わろうとしている。規模の大きな園芸農家や

酪農家を訪れると、必ずといって良いほど外

国人研修生・実習生と出会う。彼らなしには

経営が成り立たなくなっている経営体も多

く、もはや日本農業のある分野においては欠

くことのできない存在となっている。彼らも

独自のストロベリー・ロードを歩んでいるに

ちがいないが、それは必ずしも平坦な道では

ないようである。

１　外国人研修制度とは

農業経営体が外国人を雇おうとした場合、

外国人の単純労働を認めていないわが国にお

いては、研修生あるいは技能実習生という形

で受け入れることになる。研修生の研修期間

は１年で、その間に様々な技能を習得し、帰

国後に習得技能を発揮することが期待されて

いる。あくまでも研修目的なので、建前上は

研修生に対して賃金は支払われず、滞在中の

生活に要する実費のみが支給される。一方、

技能実習生は、研修生が研修終了後２年間に

限り認められるもので、こちらは労働活動で

あるので賃金が支払われる。いずれも開発途

上国の人材育成、技術力の向上を目標とした

ものであり、受け入れ側のマンパワーの充足

は副産物との位置づけである。

こうした外国人研修制度は、農業以外にも

製造業、建設業で広く実施され、2005年には、

約８万３千人がわが国に研修目的で入国して

きている。

２　進む農業生産の現場での受け入れ

農業労働力の急速な高齢化の進行により、

生産現場では基幹的な担い手が不足してい

る。特に園芸、畜産といった労働を集約的に

使う作目ではその傾向が顕著で、多くの経営

では労働力の不足が規模拡大のボトルネック

となっている。したがって、それらの作目を

大規模に展開しようとするならば、労働資源

の確保が生産物のマーケティングと並んで経

営の最重要ポイントである。このような状況

の下では、言語の障壁という問題はあるにし

ても、良質な労働力をフルタイムで供給して

くれる研修生・実習生は、農業経営体にとっ

て極めて魅力的な存在だといえよう。

また研修生・実習生を受け入れるために必

要なコストが低いということも、農業経営体

にとっては大きい。研修生については前述の

ように生活費の実費（実際には月に６～８万円
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程度の場合が多い）、実習生については法定の

最低賃金水準程度である。これに加えて、宿

舎に要する費用、仲介機関等に支払う管理費、

渡航費等が必要となるが、それらを考慮した

としても地元の労働市場から労働力を調達す

るより割安である。

以上のような背景から、外国人研修生・実

習生は急速に農業生産の現場に受け入れられ

ていった。その結果、2001年には４千人程度

だった農業分野の研修生・実習生が、2005年

には９千人を大きく超えるまでに増加してい

る。

３　様々な矛盾

しかし外国人研修生・実習生が増加するに

つれ、制度が持つ様々な矛盾点が明らかとな

ってきた。

まず挙げることが出来るのが、制度本来の

趣旨である人材育成という機能が形骸化して

いることである。研修期間中は、研修計画を

策定し、様々な技能、知識を習得することが

謳われているが、実際には単に農作業に従事

するだけの場合がかなり多いと思われる。つ

まるところ「安価な労働力」としての位置づ

けしかされていないのである。これは制度に

ついての理解が不十分という受け入れ側の問

題も大きいが、研修生側に技能を習得しよう

とするインセンティブが欠けていることも一

因となっている。農業部門に来る研修生のう

ち、帰国後も引き続き農業に従事しようとす

る者の割合は低く、多くは他産業への就業を

希望しているからである。

また制度が想定していない不適切な事例が

多く見受けられることである。研修生に所定

時間外・休日の活動を行わせるのは、就労活

動とみなされ禁じられている。しかし、少し

でも多く「働かせたい」経営者と、少しでも

多く稼ぎたい研修生側の要望が相まって、現

場では日常的に行われている行為だという。

言語上の問題から意思の疎通が不十分なた

めに、研修生・実習生と、経営者やその家族、

地域住民との間にトラブルが発生する場合も

ある。また、そうしたトラブルを避けるため

に彼等を地域社会から隔離してしまうという

こともあるようである。

４　労働力の輸入をどう考えるのか

こうした多くの問題点を抱えながらも、す

でに外国人研修制度は日本農業に定着しつつ

ある。残念なのは、制度導入の是非を本格的

に議論することなく、なし崩し的に制度が普

及してしまったことである。

高い労働コストが国産農産物の生産費を押

し上げ、安い輸入農産物に取って代わられて

いるのは事実である。また労働集約的な作物

が、農業労働力の不足によってわが国で生産

するのが困難になりつつあることも認めざる

を得ない。しかし、だからといって安価な労

働力を海外から調達することが、はたして日

本の農業を守ることにつながるのだろうか。

労働力を海外に頼るくらいならば、農産物を

輸入してしまった方が良いとする考え方もあ

り得るのではないか。また、外国人労働力の

導入によって発生する様々な社会的費用を、

誰がどのようにして負担していくかといった

議論も欠かすことができない。

現在、外国人研修制度のあり方について抜

本的な再検討が行われている。さらに、財界

団体からは海外移民の受け入れに対する積極

的な論調が聞こえてくる。この機会に、農業

サイドにおいても活発な議論が行われること

を期待したい。

（しげの　りゅういち）
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１　コウノトリとの共生をかかげて

05年９月、秋篠宮文仁親王殿下、紀子妃殿
下のご臨席のもと、34年ぶりに日本で生まれ
たコウノトリが大空に放たれた。その自然放
鳥の映像を記憶されている方も多いだろう。
コウノトリは肉食性で、ドジョウやフナなど
の小魚類、カエルやバッタなどの生きた小動
物を餌とする。それらが生息できる田んぼや
河川などの自然環境が求められるとともに、
食物連鎖から言って自然環境の変化に敏感な
生き物なのである。
このコウノトリで有名な、兵庫県北部の但

馬地方を管内とする「たじま農業協同組合」
(以下「ＪＡ」)では、コウノトリの野生復帰を
支援する地域一体となった取組みに参加する
なかで、近年「コウノトリとの共生」をかか
げた米作りを推進してきた。また、やさしい
自然環境のなかで育まれた米などの農作物へ
の消費者の理解を高めるため、積極的な情報
発信と交流活動を行っている。

２　広がる「コウノトリ育む米作り」

ＪＡは、兵庫県など行政によるコウノトリ
の野生復帰を進める動きに合わせ、02年に
「コウノトリの郷営農組合」を設立し、減農
薬・無化学肥料の栽培試験を開始。03年に住
民や地域団体、行政が組織する「コウノトリ
野生復帰推進連絡協議会」にＪＡも参加する
とともに、無農薬・無化学肥料の栽培試験を
開始した。

05年度には関係機関の支援を得て「コウノ
トリ育む農法」の定義・要件を決定し、「コ
ウノトリ育むお米生産部会」(以下「お米部

会」)の準備委員会を立ち上げ、06年度に正式
に発足した。

また、日本酒の名産地の一つである地域性
に応え、酒米「五百万石」などの無農薬・減
農薬栽培も06年度から始まった。
なお、これらに先行して1993年ごろから、

あいがもを田んぼに入れ雑草を食べさせ除草
を目指す「あいがも農法」も行われている。
このようなＪＡの取組みにより、08年の作

付け面積は約150haへ、収穫量(玄米30kg袋ベ

ース)は15,000袋まで増加した(第１図)。また、
お米部会の会員は07年度末には中心地域の豊
岡営農生活センター管内の46名など合計81名
となった。この取組みをＪＡ全体に拡げるこ
とを目指し、08年度からはＪＡの６カ所の営
農生活センターに支部を置く体制に組織強化
が行われていることは大変頼もしいことであ
る。

３　木目細やかな管理で自然の力を引き出す

ＪＡの「コウノトリ育む農法」では、化学
肥料や農薬に頼らず、自然の土が持つ力を引
き出すことが重要となる。
管内は円山

まるやま

川流域の盆地で湿田が多い。冬
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期に米ぬかや堆肥の撒布を行い、畦付けなど
漏水防止や必要な耕起をした上で水を入れて
おく湛水を行うことで、糸ミミズなどが生息
する土のトロトロ層を生み出す。さらに田植
えの１カ月前から早期湛水を行う。これらが、
雑草全般を抑える効果を持つという。
また、育苗では通常ラインと分け、種子病

害を防ぐのに薬品を用いない温湯消毒種子を
ＪＡが作り、有機培土で育てた後、組合員に
分ける。
田植え後40日程度は、８cmの水位を維持す

る深水管理を行う。また、出穂前の中干しを
７月10日ごろまで待つ。これは見た目には生
育は遅らすものの、代表的雑草のヒエ対策と
なるとともに、コウノトリの餌になるカエル
など水性生物の増殖も助ける。こうして出穂
期を迎えた後は浅い水位の流し水状態にし、
穂一つに120～150粒が実る充実した穂を作る
ことを目指す。
加えて農薬を撒かずに様々な害虫の被害を

減らすため、６月下旬と出穂期前後の計３回
の念入りな畦草刈りを行うことも大変な作業
である。

４　消費者の理解を高める情報発信と交流

こうして「コウノトリ育む農法」のもとで
生産された米を、ＪＡでは25区分に分けて販
売しているが、一般的な作り方の米に比べ、

減農薬米で２割前後、無農薬米では５割前後
高い値段で販売されている。
また、以上のような手間のかかる米作りの

正当な価値を知ってもらうため、様々な情報
発信を行っていることも注目される。
その一つが消費者との交流である。秋晴れ

の９月14日、黄金色の稲穂がたなびく上山さ
んの田んぼで、「コープ自然派」会員12家
族・53名が参加し稲刈りを体験。その後、新
米おにぎりの試食やカントリーエレベーター
見学、生き物観察などが行われた。このよう
な恒例の交流会には、小さなお子さんも多く
参加しており、ＪＡ営農生産部米穀課の若手
職員が中心になり熱心にサポートしている。
ＪＡの一貫した安全・安心な米作りを理解し
てもらい、信頼を得る役割は極めて大きい。
また、現在、ＪＡの集荷する米の半分をＪＡ

が直接販売しているが、米穀課職員の皆さん
は旅館・ホテルなどの大口ユーザー訪問や京
阪神の量販店の催事などに積極的に参加し、
ＪＡのお米の良さの売り込みに取り組んでいる。
ＪＡのホームページには、安全・安心な食

べ物作りに勤しむ組合員の皆さんの日々の活
動が紹介されており、見ていて楽しい。
コウノトリと共生する環境づくりを、米作

りにも活かし、その価値を理解してもらう輪
がますます拡がって行くことが期待される。

(わたなべ　のぶとも)
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１　JAかみつが 西方青年部の紹介

JAかみつがは鹿沼市、日光市および西方町

を管内としており、管内の面積は栃木県の約

3割を占める。稲作のほか、いちごやにらな

どの園芸作物の栽培が盛んな地域である。

当JA青年部は316名で構成されている。管

内が広いこともあり、当JA青年部の活動は支

部単位での活動が中心となっている。西方青

年部（西方支部）には農業専業の22名が所属

しており、うち16名がいちごを中心とした園

芸農家である。

西方青年部は、10年程前に部員の減少から

活動を休止した時期がある。しかし、8年程

前に再度西方青年部を立ち上げたいという声

が上がり、3名で再スタートを切った経験を

もっている。

２ 西方青年部の取組み

西方青年部の主な取組みは観光農園であ

り、一般消費者を対象としたいちご狩りをゴ

ールデンウィーク中に開催している。年1回

の取組みであるが、既に3回実施しており、

参加者の募集から全ての運営を西方青年部中

心に行っている点が特徴的である。そのほか

に、夏から秋にかけては、地域の子供たちに

対してさつまいもの苗の定植から収穫までの

栽培指導等も行っている。

今回取り上げるのは、西方青年部の主たる

活動となっている観光農園についてである。

この取組みは、青年部が観光農園を開催する

という点だけでなく、一般消費者と青年部が

交流しているという点で全国的にも例が少な

く、大変興味深い。

３　青年部の観光農園(いちご狩り)

観光農園といってもこの取組みは商業的な

ものではなく、あくまで消費者との交流を深

め、交流の結果を今後の生産のための糧とす

ることに目的がある。また、年1回の開催と

はいえ、一般消費者向けに開催されること、
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いちご狩りの開催案内から運営までを西方青

年部自ら行っていることは注目に値する。

いちご狩り参加のための応募は、はがきに

よっており、毎年2月ごろに西方産のいちご

を置いているスーパー等のいちご売り場に応

募はがきが設置される。これは、仲卸業者や

スーパー等の協力のもとに行われている。4

月に応募されたはがきの中から抽選を行い、

当選者に招待状を送付する。4月からいちご

狩り開催の当日までは、何度も打合せを重ね、

段取りをつける。いちご狩り開催の5日前に

は、いちご狩りを実施する部員の圃場に視察

に行き、開催可能かどうかを確認する。今年

の参加者数は、当初30組150名を予定してい

たが、応募者多数により、100組500名とし、

多くの方々に楽しんでもらうこととした。

もちろん、これだけの参加者に西方青年部

22名のみで対応することは難しい。この西方

青年部主催のイベントには、農協役職員、西

方青年部員の家族、農産物加工組合等の農協

関係者のほか、西方町も協力している。

開催後は毎年反省会を実施し、運営上の問

題点や参加者へ実施したアンケート結果を来

年の開催へ反映させる努力も怠っていない。

西方青年部担当の農協職員は、「圃場を提

供し、運営している西方青年部が主体のイベ

ントであることはもちろんだが、様々な方々

の協力によりこのイベントが成り立っている

ことも事実である。各部員もそのことを認識

しており、運営においては様々な点に配慮し

ている」と話していた。

４　おわりに

西方青年部を訪問してまず感じたことは、

生産意欲の糧を貪欲に求める青年部らしさで

ある。聞き取りの中で、「接客は難しい」と

の意見があった。しかし、それでも「消費者

との意見交換が、今後の生産意欲につながる」

と交流の重要性を指摘していた。

更に感じたことは、部員の配慮の心である。

この取組みは、あくまでボランティアとして

実施されている。しかし、そこかしこに西方

青年部の配慮がなされていた。例えば、万一

に備え、看護師の方にも協力いただいている。

加えて、ゴールデンウィークにいちご狩りが

実施されるのも、「この時期まではいちごが

おいしく味わえるから」という部員の配慮か

らである。各部員がこの精神を持ち続け、更

なる成功を収めることを期待したい。

（わかばやしたかし）
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１　農家組合の組織と活動

JA松本ハイランドは、農家組合の様々な課

題に積極的に取り組み、成果をあげている。

本農協は長野県の中央部にあり、管内には、

西に飛騨山脈、東には筑摩山地を擁し、その

間に松本盆地が広がっている。都市、農村、

さらに山間部も含んで管内の状況は多様であ

る。

2007年度の農家組合数は329であり、その

下部組織の班が1,818ある。農家組合の組合員

は、基本的に准組合員も含む集落内の全ての

農協組合員である。役員は、農家組合長、会

計、班長、信用専門委員、くらしの専門委員

で、信用専門委員とくらしの専門委員は、信

用事業や生活関連事業の情報を組合員に伝

え、組合員の意見・要望を農協につなぐ役割

を担う。役員会には、農家組合役員に加え総

代、生産部会、青年部、女性部等組織代表者

が出席する(第１図)。

農協は、各農家組合に農家組合担当職員を

設置して、会議・行事への参加や手伝い、農

家組合からの意見･要望の農協への連絡など、

農家組合の活動をサポートしている。農家組

合長手当、班長手当、会議開催手当、活動助

成金など、資金面での農協の支援も手厚く行

われている。

農家組合の活動は、農家組合及び農協の運

営のための「基本的な活動」と、「自主的な

活動」とに整理されている。「基本的な活動」

には、①組合員と農協との間の意見・情報の

伝達、②組合員加入運動への取組み、③農協

役員や総代候補者の選出、④役員会、総会の

開催、⑤集落営農の実践、などがある。「自

主的な活動」は、集落の課題を話し合い、農

家組合員全員が取り組める活動、例えば食農

教育、福祉、健康管理、地域づくり等を行う

ものである。

２　組織活性化プロジェクト

04～06年度の農協の中期計画は「協同組合

への参加促進と組織の活性化」を掲げ、これ

を受けて04年に「組織活性化プロジェクト」

が設置された。プロジェクトは、農家組合を、

組合員と農協をつなぐ面的基盤組織として重

要な組織と位置づけ、農家組合の活性化を検

討した。

本所の部課長、支所長、営農指導員、生活

指導員からなる20名のプロジェクトメンバー

は、地域特性を考慮した４地区に対応して４

班に分かれて、農家組合との懇談会を実施し

た。

そこで明確になった農家組合の抱える問題

とは、①高齢化・離農・世代交代に伴う協同

意識の希薄化、②混住化や農家比率の低下に

伴う農家組合の役割の不明確化、③集落内の

共通課題の欠如、④組合員ニーズの多様化に
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資料　JA松本ハイランド「農家組合活動の手引き」 

総代 班長 

（班） 

組合員 

会計 

農家組合長 ＜運営協力組織＞ 
生産部会　　　 
青年部　女性部 

＜農家組合役員会＞ 

信　　用 
専門委員 

くらしの 
専門委員 

農家組合担当職員 

調査第一部長　斉藤由理子



よる意識の変化、⑤農家組合活動の地区間格

差、等であった。

以上に対応して、①農家組合活動の整理と

「要領」・「活動のしおり」の作り直し、②

モデル農家組合活動を通じた「集まり」のき

っかけ作り、③農家組合活動に対する意識を

高める機会の増加(農協全体の農家組合長研修

会で農家組合活動について研修、支店ごとの農

家組合長会長会で組合員組織活性化についてグ

ループ討議、支所別組織活性化研究会を開催)、

④役員の交代でも農家組合の意義や役割の伝

達に支障がないように、農家組合に関する

「手引き書」等の作成・配布、が行われた。

取組みの中で、①集落リーダー不在への対

応、②農協職員の関わり強化、③集落営農組

織との役割分担等、新たな課題も明らかにな

った。

さらに、07～09年度の中期計画は「農家組

合組織の役割強化と組合員の『声を聴くシス

テム』に取り組む」としており、①組合員の

声を聴くシステムの充実、②モデル農家組合

活動の継続、③集落担当職員の配置、④集落

リーダー育成のための研修会や集落リーダー

養成講座の開講、⑤農家組合長会における農

家組合活動の活性化に関する継続的討議、が

行われている。

３　モデル農家組合活動

モデル農家組合活動は、農家組合の自主的

な活動の推進が目的である。農協１支所ごと

に１モデル農家組合を選定し、その農家組合

が自由に定めたテーマについて年間計画をた

てて実行、その活動に農協から助成が行われ

る。助成は、当初は初年度のみであったが、

07年度の改正で初年度から３年度までとな

り、継続的な実施を促す仕組みへと変更した。

モデル農家組合活動では、遊休荒廃地でそ

ばやサツマイモ等を共同で栽培し、収穫祭で

試食会を開催する、伝統行事を再現したお十

夜体験会(村人が集まり一晩楽しむ行事)を行う

など、多彩な活動が行われ、「組合員のつな

がりが強まった」「地域の人との交流ができ、

非常にまとまりがよくなった」「若年層の参

加が目立った」など、活動は組合員から高く

評価されている。

４　活性化の要因

多くの農協で集落組織活性化の必要性が認

識されながらも取組み自体が進まない中で、

本農協が積極的に活性化に取り組み、成果を

あげているのは、以下の要因によると考えら

れる。

第１は、農協が農家組合の活性化に取組む

という方針を、中期計画及び組織活性化プロ

ジェクトの設置によって明確にしていること

である。

第２は、農家組合の各課題に対応して、農

協が効果的に働きかけを行っていることであ

る。プロジェクトが農家組合との懇談会等か

ら抽出した課題に対して、農協が農家組合活

動の役割と活動を整理し、研修会の開催等に

より集落組織リーダーへの意識づけを行い、

さらに集落における自主的活動をモデル農家

組合活動により推進した。

第３は、モデル農家組合活動にみられるよ

うに自主的な活動が自由に行われていること

である。活動は各農家組合に任されているた

め、組合員の発想がそのまま生かされ、また

地域の抱える課題に合致した活動が行われて

いる。

第４に、一般に集落組織は自主的組織であ

るため、農協中心に改革を進めることが難し

いが、本農協の農家組合は、過去の改革によ

って農協の一組織という性格が強くなった結

果、農協による改革の提案が農家組合に受け

入れられやすい状況にあることも重要な点と

考えられる。

（さいとう　ゆりこ）
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日本の酪農経営は、国内生乳需要の減少と

乳製品輸入の増加(４頁のレポートを参照)によ

る生産過剰基調に加えて、2007年以降、飼料

価格が高騰したため非常に厳しい状況にあ

る。

08年５月下旬、ある産地で、ここ数年間に

経営規模を拡大した若手酪農家のお話を伺っ

たので紹介したい。

１　経営環境と地域の状況

まず経営環境に関する統計を示す。牛乳生

産費のなかで、飼料費は値上がり前の06年度

においてすでに生産費全体の44％、労働費を

除いた物財費の62％と大きな割合を占めてい

た(「畜産生産費」による都府県の値)。その後、

「農業物価指数」によれば配合飼料(乳用牛飼

育用)の価格は08年８月には05年の年間平均

より39％高くなった。それに対して、生乳の

販売価格は逆に08年４月まで緩やかな低下傾

向が続き、５月以降若干上昇に転じたものの

費用の増加を賄うには程遠い(第１図)。

今回の調査地域には後継者がかなりおり、

酪農家の半数は若手経営者である。しかし経

営環境の悪化から、08年になって22軒あった

酪農家のうち５軒が
(注１)

廃業した。廃業したのは

いずれも高齢者や負債が多い農家であり、規

模を拡大した農家は踏みとどまっている。正

確な経営管理が必要となっており、当地の酪

農家はみな記帳をしているという。

飼料価格の高騰に対応して自給飼料の生産

拡大が望まれるところであるが、この地域で

は自家労働力の制約からすでに限界に近く、

コントラクターも受託の余力がない。また農

地についても、出し手はいるものの、機械の

コストを考慮すると地代が高く見合わない。

自給飼料にかかる新しい補助金は役立ってい

るが、手続きの煩雑さが問題である。

２　Ａさん

Ａさんは父親の代から続く酪農家である。

現在、乳用牛100頭(経産牛65頭、未経産牛35

頭)を飼養している。労働力については、正規

雇用賃金を支払う余裕はなく、夫婦２人が基

本であるが、現在は研修生(１人)にも依存し

ている。

かつての飼養頭数は30頭であったが、老朽

化した牛舎の移転を機に05年に規模拡大を図

った。その結果、現在の牛舎では経産牛80頭

まで飼養が可能となった。規模拡大に際して

は、農林漁業金融公庫(当時、08年10月以降は

日本政策金融公庫)のスーパーL資金(農業経営

基盤強化資金)７千万円を借り入れて建物、機

械、堆肥舎などに当てた。借入金を返済する

にはこの程度の経営規模が必要であり、フリ
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ーストールにするには１億円近くの投資が必

要であった。

ところが規模拡大の翌年(06年)から生産調

整(減産計画)が開始され、生産ひいては設備

稼働率の抑制を余儀なくされた。そこに07年

からの飼料価格高騰が加わり、経営収支を圧

迫している。飼料価格は配合飼料だけでなく、

牧草も大幅に上昇し
(注２)

ている(第１図)。しかし

飼料の質を落とすことはできない。牛や乳質

に跳ね返るためである。さらに借入金の返済

も毎年１千万円程度行っている。

Aさんは経営規模の拡大に合わせて自給飼

料の生産も拡大した。農地は３km圏内の高齢

化した農家から借りている。現在はデントコ

ーンを4.5haで２期作、イタリアングラスを６

ha、その他に父親が作る水田4.7haの稲藁も使

用している。しかし草刈などの管理が必要な

ため、これ以上の拡大は難しいという。

３　Ｂさん

Ｂさんは現在、乳用牛107頭(搾乳牛62頭、

乾乳牛５頭、育成牛40頭)を飼養している。家

の牛舎が台風で傾いたため06年に新築し、そ

れと同時に経営規模を拡大した。

投資資金の調達はスーパーＬ資金による。

借入申請の時期は、牛乳の生産調整が導入さ

れる直前であった。その後、生産調整により

返済が難しくなるためＬ資金の融資は行われ

なくなった。一方で、その前にＬ資金を借り

入れたＢさん(Ａさんも)は、利子負担の減免
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を望んでいるも
(注３)

のの、融資条件の変更は認め

られていない。ただしＢさんは返済の頻度に

ついては、年１回の返済時期(12月)が地代の

支払いなどと重なることもあり、月払いに変

更してもらい平準化を図った。

自給飼料については、デントコーンを６ha

で２期作、水田の裏作でイタリアングラスを

1.2ha、および稲藁を利用し、粗飼料の購入を

減らしている。トウモロコシの収穫などはコ

ントラクターを利用している。

Ｂさんは06年に経営規模を拡大したため、

投資計画における想定乳価をＡさんよりも低

く見積もっており、その分だけ計画の狂いは

少ない。しかし飼料価格の高騰は想定外であ

った。燃料(第１図)や肥料の値上がりも負担

となっている。そのうえ来年からは借入金の

返済が始まるため、一番厳しい時期となる。

４　今後の見込み

減産や飼料値上がりの前に経営規模を拡大

した酪農家は、大きな負債を抱えながら予想

外の減収に遭ってきわめて厳しい状況にあ

る。

今後は、08年７月以降における穀物の国際

価格の低下が飼料価格に順次反映され、また

09年３月から生乳価格が引き上げの方向にあ

ることから、来年以降の経営環境は現状より

改善する見込みである。

しかしいったん悪化した経営が回復するに

は、牛が一回転するまでの３～４年はかかる。

負債も勘案して、規模拡大した農家は今後５

年間が勝負になるとのことであった。

このような積極的に経営規模を拡大した若

手の担い手が、酪農を継続できる環境を整備

する必要があるのではないか。

（ひらさわ　あきひこ）

（注１）その後、10月上旬までに10軒に達した。
（注２）主な輸入先である米国でトウモロコシへの
作付転換が進んだことや、海上運賃の上昇による。
値上がりに対する価格補填制度がなく農家の負担
が大きい。(９月22日付、日本農業新聞)

（注３）酪農に限らず、07年４月以降に融資が決定
されたL資金については、農山漁村振興基金から
の利子助成の拡充により実質無利子での借入が可
能となっている(日本政策公庫Webサイト)。
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当社の定期刊行物に掲載された論文を紹介するコーナー

「水田維持直接支払い」による非主食用米生産

(蔦谷栄一)

食料逼迫基調への変化に対応して食料自給率向

上、食料安全保障確保が必要であるが、米粉、飼

料米等の非主食用米の生産をその対応の柱とすべ

きである。我が国農業は、食料自給率向上のみな

らず、限界にある米生産調整と小規模・分散錯圃

した農地に象徴される米生産構造の再編と、輸入

飼料依存と舎飼いによる加工型畜産を主とした畜

産構造の転換をはかっていくことが求められ、非

主食用米がこれらのカギを握っている。

非主食用米増産にあたっての最大のネックはコ

ストであるが、「水田維持直接支払い」により再生

産を保証することによって、規模拡大のインセン

ティブを創出し、水田の集積、担い手の確保を推

進していくことが期待される。これに要する財源

は当面６千億円強が見込まれる。

農家構造の変化と農協組織

－迫られる次世代対応－

(内田多喜生)

農家の高齢化が進み昭和一けた世代農業者の離

農の影響が懸念されているが、農家にも50歳代を

中心に次世代層が大きな集団を形成している。さ

らに、販売農家の農業経営者数をみても2005年時

点で50歳代と70歳以上が拮抗し、農家の世代交代

が一定程度進んでいることが示唆される。ただし、

その進行の状況は経営規模等の違いにより、地域

や地帯により大きく異なっている。

小規模経営が多い農協の正組合員は農業経営者

に比べ高齢者に偏っているが、小規模な正組合員

世帯も農地流動化や保全への貢献は大きく、次世

代への適切な農業承継が必要とみられる。農協系

統では、潜在的な次世代農業者の組織化や営農指

導等の取組みを強化する必要があろう。

畜産経営を巡る環境変化と金融対応

(長谷川晃生)

最近の配合飼料価格の高騰が畜産経営に悪影響

を及ぼしているなかで、経営状況が良く相対的に

経営規模が大きい一部の畜産農家は、規模拡大に

よって経営改善を図ろうとしている。規模拡大に

伴う資金需要に対しては、農協、地方銀行ともに

基本的には前向きな対応をとっている。ただし一

部の農協では、農家の規模拡大よりも技術力向上

を重視する等一律ではない。

自己資本が脆弱な小規模農家を中心に資金繰り

に影響がでてきており、農協では購買未収金の増

加が懸念されている。飼料価格高騰が長期化すれ

ば、経営不振農家が増加するものとみられる。農

協では農家の経営状況を適切に把握する体制整備

とともに、金融・営農指導部門が一体となった管

理、指導体制を一層充実させることが課題である。

米国の農業と農産物貿易

－食料大国の行方と日本の食料－

(清水徹朗)

米国は世界最大の農産物輸出国であり、日本の

最大の農産物輸入国である。米国の農業は、国土

が広大であるため経営規模が大きいが、農場の多

くは家族経営である。

米国の農業生産量は国内需要を上回るため、輸

出志向も強く、大豆、トウモロコシ、綿花、小麦

などを多く輸出している。その一方で、ＮＡＦＴＡ

締結、グロバリゼーションによって米国の農産

物・食料品輸入も増大しており、米国の農産物の

貿易黒字は縮小している。

日本の食料供給に占める米国の割合は高く、日

本の食料安全保障のため米国との関係維持・強化

は必要であるが、日本国内でも一定程度の食料生

産を維持していくことが必要である。
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欧州の協同組合銀行グループの事業戦略

－中央機関による買収と単協での組合員増強－

(重頭ユカリ)

欧州において協同組合銀行は平均すると各国で

約20％のシェアを有し、リテールバンキングに強

い。最近では、新たな収益機会を求めて、グルー

プの全国銀行が保険業務や国外のリテール業務に

進出するという動きも目立ち始めている。大規模

な買収のために中央銀行やその子会社の株式を上

場するというケースもみられるが、その一方で協

同組合らしさを追求することが商業銀行との差異

化につながると考え、組合員数を増やし、さらに

組合員と単協との関係性を強化しようという動き

も広がっている。単協の基盤は組合員であること

は変わらず、地域とのつながりといった協同組合

らしさがグループとしてのアイデンティティに根

付いている。

情勢判断
１　金融システム混乱がもたらす景気下振れ

への警戒が必要
～日本銀行の利上げ再開時期は09年度後半

まで後ズレ～

２　信用不安強く金融市場は不安定、利下げ
期待も残る

３　経済・金融の動向

経済見通し
2008～09年度改訂経済見通し
（2次QE後の改訂）

～実質成長率は08年度：0.4％、

09年度：1.3％と変更なし～

今月の焦点
１　地域金融機関の高齢者向けサービス

～「安心」と「安全」を提供する

きのくに信金～

２　地銀連携による顧客サービス向上の最近の
取り組み

３　振り込め詐欺救済法と金融機関の役割
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農協の組合員拡大運動の問題状況と課題

(新潟大学農学部教授　青柳　斉)

はじめに

－調査研究の経緯と本稿の課題－

１　農協の組織構造の問題状況

－主に准組合員の増大に関して－

２　組合員拡大運動の先進事例の取り組み状況

－３農協の事例調査から－

(1) 事例農協の立地条件と准組合員比率

(2) 組合員拡大運動の背景や目的

(3) 組合員加入の推進対象・目標、促進方策

(4) 加入メリット及び加入後の働きかけ、

加入促進運動の成果

(5) 女性組合員及び准組合員の運営参加の状況

３　まとめ

－組合員加入促進運動の問題と課題－

情勢判断
１　追随利下げの決断を迫られる日本銀行

～国内景気の持ち直しは2010年まで後ずれ

する可能性大～

２　金融不安残り景気悪化リスク大、追加利下げ
は必至

３　経済・金融の動向

今月の焦点
１　多摩信用金庫における少子高齢化への

取組み
２　掛川信用金庫の振り込め詐欺対策
３　欧州における金融危機の深まりと銀行経営
４　金融危機下のわが国株式相場の今後に

ついて

金融市場

当社研究員以外の論文紹介

農林金融2008年10月号
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